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 男女共同参画社会基本法に基づき
男女共同参画社会の形成の状況等について国会に報告

 男女共同参画週間（毎年６月23日～29日）の時期に合わせて
閣議決定 ➡令和４年版は６月14日

男 女 共 同 参 画 白 書

【 白 書 構 成 】

１ 令和３年度男女共同参画社会の形成の状況

特集 人生100年時代における結婚と家族
～家族の姿の変化と課題にどう向き合うか～

各章 政策・方針決定過程への女性の参画 等

２ 男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

第１部 令和３年度に講じた男女共同参画社会の形成の促進
に関する施策

第２部 令和４年度に講じようとする男女共同参画社会の形成
の促進に関する施策
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・ コロナ下において、我が国における男女共同参画が進んでいなかったことが

改めて顕在化した。問題の背景には、家族の姿が変化しているにもかかわら

ず、男女間の賃金格差や働き方等の慣行、人々の意識、さまざまな政策や制

度等が、依然として戦後の高度成長期、昭和時代のままとなっていることが指

摘されている。

・ 今や、女性の半数は90歳以上まで生きる。平均寿命は女性87.71歳、男性

81.56歳であるが、死亡年齢最頻値は女性93歳、男性88歳であり、100歳を超

える人は、令和２（2020）年時点で女性69,757人、男性9,766人となっている。ま

さに人生100年時代といえる。

・ もはや昭和ではない。昭和の時代、多く見られたサラリーマンの夫と専業主婦

の妻と子供、または高齢の両親と同居している夫婦と子供という３世代同居は

減少し、一人ひとりの人生も長い歳月の中でさまざまな姿をたどっている。

・こうした変化・多様化に対応した制度設計や政策が求められている。

第１節 家族の姿の変化・人生の多様化

第 ３ 節 人 生 1 0 0 年 時 代 に お け る 男 女 共 同 参 画 の 課 題

・ 結婚と家族の現状
婚姻関係の変化、家族の姿の変化

・ 人生の多様化
専業主婦の減少、ひとり親の増加、
単独世帯の増加

・家事・育児・介護参画に対する意識、
介護の担い手の変化 など

第２節 結婚と家族を取り巻く状況

・結婚を取り巻く状況
配偶者の状況、結婚に対する意思、
子供を持つことに対する意思

・離婚を取り巻く状況
離婚をめぐる状況、シングルマザー

・収入を取り巻く状況 など
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＜特集＞人生100年時代における結婚と家族
～家族の姿の変化と課題にどう向き合うか～

⼥性 男性

90歳時⽣存割合 52.6% 28.1%

95歳時⽣存割合 27.9% 10.5%

平均寿命 87.71歳 81.56歳

死亡年齢最頻値 93歳 88歳

100歳以上の⼈⼝ 69,757⼈ 9,766⼈

105歳以上の⼈⼝ 5,800⼈ 715⼈

・人生100年時代を迎え、日本の家族と人々の人生の姿は多様化し、昭和の時代から一変。
・今後、男女共同参画を進めるにあたっては、このことを念頭において、誰ひとり取り残さない社会の

実現を目指すとともに、幅広い分野で制度・政策を点検し、見直していく必要がある。

【男⼥の寿命】

【年齢別死亡件数（⼥性、令和２（2020）年）】

（備考）厚生労働省「第23回生命表」より作成。

（備考）１．100歳以上の人口及び105歳以上の人口については総務省
「令和２年国勢調査」、その他については厚生労働省
「第23回生命表」より作成。

２．「死亡年齢最頻値」は死亡者が最も多い年齢。



特‐１図 婚姻・離婚・再婚件数の年次推移
（万件）
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第１節 家族の姿の変化・人生の多様化 ～結婚と家族の現状～

・近年（平成27（2015）年～令和元（2019）年）は、婚姻件数は約60万件で推移。離婚件数は、約20万件と、離婚件
数は婚姻件数の約３分の１で推移。

・コロナ下の令和２（2020）年以降は、婚姻件数は、令和２（2020）年52.6万件、令和３（2021）年51.4万件（速報値）
と、戦後最も少なくなった。
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婚姻件数に占める再婚の割合
（右⽬盛）

再婚件数
離婚件数

初婚件数

（備考）１．厚生労働省「人口動態統計」より作成。
２．令和３（2021）年の数値は、日本における外国人等を含む速報値。令和３（2021）年の婚姻件数は、初婚件数と再婚件数の合計。
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第１節 家族の姿の変化・人生の多様化 ～結婚と家族の現状～

・昭和55（1980）年と令和２（2020）年の配偶関係別の人口構成比を見ると、この40年間で、男女ともに「未婚」
と「離別」の割合が大幅に増加。

・令和２（2020）年時点の30歳時点の未婚割合は、女性は40.5％、男性は50.4％。

・50歳時点で配偶者のいない人の割合は、令和２（2020）年時点では男女ともに約３割。
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＜⼥性＞ ＜⼥性＞
昭和55（1980）年 令和２（2020）年

＜男性＞ ＜男性＞

死別

未婚

有配偶

離別
不詳

特‐３図 配偶関係別の⼈⼝構成⽐（男⼥別）の変化

（備考）総務省「国勢調査」より作成。



・50代女性は19.4％、60代女性は18.4％、50代男性は13.3％、60代男性は12.9％が離婚経験がある。
・50～60代の現在独身の人に着目すると、女性は約半数が離婚経験があり、男性は半数以上がこれまで一度
も結婚していたことはない。
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第２節 結婚と家族を取り巻く状況 ～離婚を取り巻く状況～
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特‐46図 過去の離婚の経験
＜⼥性＞ ＜男性＞

（備考）１．「令和３年度 人生100年時代における結婚・仕事・収入に関する調査」（令和３年度内閣府委託調査）より作成。
２．「過去に離別したことがある」には、過去に離婚・死別の両方を経験したことがある人も含まれる。
３．「答えたくない」とした回答者を除いて算出。
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特‐７図 共働き世帯数と専業主婦世帯数の推移（妻が64歳以下の世帯）
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・「雇用者の共働き世帯」は増加傾向にある一方、「男性雇用者と無業の妻から成る世帯」は減少傾向。
・令和３（2021）年の「雇用者の共働き世帯」は、「男性雇用者と無業の妻から成る世帯」の２倍以上。
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第１節 家族の姿の変化・人生の多様化 ～人生の多様化～

男性雇⽤者と無業の妻から成る世帯
（妻64歳以下）

雇⽤者の共働き世帯（妻64歳以下）

（備考） １.昭和60年から平成13年までは総務庁「労働力調査特別調査」（各年２月）、平成14年以降は総務省「労働力調査
(詳細集計)」より作成。「労働力調査特別調査」と「労働力調査（詳細集計）」とでは、調査方法、調査月等が
相違することから、時系列比較には注意を要する。

２.「男性雇用者と無業の妻から成る世帯」とは、平成29年までは、夫が非農林業雇用者で、妻が非就業者（非労働力
人口及び完全失業者）かつ妻が64歳以下世帯。平成30年以降は、就業状態の分類区分の変更に伴い、夫が非農林
業雇用者で、妻が非就業者（非労働力人口及び失業者）かつ妻が64歳以下の世帯。

３.「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦ともに非農林業雇用者（非正規の職員・従業員を含む）かつ妻が64歳以下の世帯。
４．平成22年及び23年の値（白抜き表示）は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。
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・昭和55（1980）年から令和２（2020）年にかけて、20歳以上の女性の単独世帯は3.1倍（うち未婚は2.3倍）、男性
の単独世帯は2.6倍（うち未婚は1.7倍）に増加。
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第１節 家族の姿の変化・人生の多様化 ～人生の多様化～
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特‐22図 単独世帯数（年齢階級別）

（備考）１．総務省「国勢調査」より作成。一般世帯、施設等に入っている人は含まれない。
２．昭和55（1980）年は20％抽出結果。
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世帯所得300万円未満世帯：190万世帯（53.3％）
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世帯所得300万円未満世帯：71万世帯（36.3％）

単独世帯（世帯主男性）
世帯所得300万円未満世帯：198万世帯（31.9％）

単独世帯以外（世帯主男性）
世帯所得300万円未満世帯：182万世帯（8.4％）

（％）

・就業している単独世帯の女性と男性を比べると、世帯所得300万円未満の世帯は、女性は53.3％、男性は
31.9％と、女性の割合が高い。

・単独世帯もそれ以外の世帯も、女性の場合は200～299万円に分布が集中している。
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第１節 家族の姿の変化・人生の多様化 ～人生の多様化～

特‐23図 世帯主が就業している世帯の所得分布（平成29（2017）年）

（備考）１．総務省「就業構造基本調査」より作成。
２．「世帯主が就業している世帯」とは、世帯主が「仕事が主」である世帯のこと。「世帯所得」とは、世帯主、世帯主の配偶者及

びその他の親族世帯員が通常得ている過去１年間（平成28年10月～29年９月）の収入（税込み額）の合計をいう。なお、年金、
恩給など定期的に得られる収入は含めるが、土地、家屋や証券などの財産の売却によって得た収入、預貯金の引き出しなど所有
財産を現金化したものや、相続、贈与、退職金などの臨時的な収入は含まない。
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⼈

11
⼈

12
⼈

13
⼈

14
⼈

15
⼈

以
上

男性（30代）

男性/30代/独⾝ 男性/30代/既婚

（％） （％）
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⼈
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⼈
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⼈

13
⼈
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⼈
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⼈

以
上

⼥性（20代）

0

5
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30

35

40

0⼈ 1⼈ 2⼈ 3⼈ 4⼈ 5⼈ 6⼈ 7⼈ 8⼈ 9⼈ 10
⼈
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⼈

12
⼈

13
⼈

14
⼈

15
⼈

以
上

男性（20代）
（％） （％）

21.5

26.7

28.4

35.5

65.8

1.9

3.2

4.6

7.8

19.1

1.3

1.9

2.4

2.1

1.5

75.2

68.2

64.6

54.6

13.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

60代
(n=2,017)

50代
(n=2,159)

40代
(n=2,389)

30代
(n=1,810)

20代
(n=1,546)

（％）

22.8

23.0

22.1

27.0

51.4

2.5

4.0

6.0

7.3

27.3

3.0

3.1

2.5

3.0

1.4

71.7

69.8

69.4

62.6

19.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

60代
(n=2,140)

50代
(n=2,204)

40代
(n=2,392)

30代
(n=1,811)

20代
(n=1,532)

（％）

・「配偶者、恋人はいない（未婚）」との回答は、男女ともに、全世代で２割以上。20代の女性の約５割、男性の約７
割が、「配偶者、恋人はいない（未婚）」と回答。

・「配偶者（法律婚）がいる」と回答した人は、女性は20代で約２割、30代で約６割、40代以降で約７割。男性は20代
で14％、30代で約５割、40代以降で６～８割。
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第２節 結婚と家族を取り巻く状況 ～結婚を取り巻く状況～

配偶者はいないが
恋⼈はいる（未婚）

配偶者、恋⼈は
いない（未婚）

配偶者
（事実婚・内縁）
がいる

配偶者
（法律婚）
がいる

独⾝

既婚

独⾝

既婚

＜デートした⼈数＞
特‐35図 現在の配偶者状況

＜⼥性＞

＜男性＞

特‐38図これまでのデートした⼈数

（備考）「令和３年度 人生100年時代における結婚・仕事・収入に関する調査」
（令和３年度内閣府委託調査）より作成。

（備考）１．「令和３年度 人生100年時代における結婚・仕事・収入に関する調査」
（令和３年度内閣府委託調査）より作成。

２．デートした人数は、中学卒業から最初の結婚まで「デート」した人数（結婚相手含む、
恋人でない人含む）。

20代

30代

40代

50代

60代

20代

30代

40代

50代

60代



結婚意思
あり

どちらで
もいい

結婚意思
なし

64.6% 21.3% 14.0%

46.4% 28.2% 25.4%

31.7% 36.7% 31.4%

13.0% 31.1% 55.6%

7.9% 24.3% 66.4%

54.4% 26.3% 19.3%

46.4% 26.8% 26.5%

36.0% 33.5% 29.8%

26.6% 34.1% 38.9%

22.0% 38.4% 39.2%

⼥
性

男
性

0.4 

0.4 

0.9 

2.3 

4.6 

0.7 

0.4 

1.0 

2.2 

6.3 

6.7 

6.3 

12.3 

18.2 

22.4 

1.4 

2.6 

10.0 

18.8 

26.8 

14.9 

19.9 

22.8 

25.9 

27.5 

5.7 

10.0 

20.7 

25.4 

31.5 

38.4 

34.1 

33.5 

26.8 

26.3 

24.3 

31.1 

36.7 

28.2 

21.3 

3.7 

6.6 

5.6 

5.6 

5.2 

9.3 

11.1 

6.4 

6.7 

4.3 

35.4 

32.3 

24.2 

20.9 

14.1 

57.1 

44.4 

25.0 

18.7 

9.7 

0.4 

0.4 

0.6 

0.3 

0.0 

0.4 

0.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

男性60代
(n=268)

男性50代
(n=458)

男性40代
(n=644)

男性30代
(n=694)

男性20代
(n=1,194)

⼥性60代
(n=140)

⼥性50代
(n=270)

⼥性40代
(n=420)

⼥性30代
(n=504)

⼥性20代
(n=1,089)

（％）

・20代の独身者では、女性の方が男性よりも「結婚意思あり」の割合が高いが、40代以降は、女性は割合が減る
一方、男性の場合は、40～60代も２～４割が結婚願望を持っている。

・「結婚意思なし」との回答をしたのは、女性は20代で14.0％、30代で25.4％、男性は20代で19.3％、30代で26.5％。
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第２節 結婚と家族を取り巻く状況 ～結婚を取り巻く状況～

現在、
予定はないが
是⾮したい

現在、
既に予定がある・
決まっている

現在、
予定はないが
出来ればしたい

どちらでも
いいと思う

出来れば
したくない したくない その他

特‐39図 今後の結婚願望（独⾝者）

（備考）１．「令和３年度 人生100年時代における結婚・仕事・収入に関する調査」（令和３年度内閣府委託調査）より作成。
２．独身者のうち、これまで結婚経験がない者が対象。
３．「結婚意思あり」は、「現在、既に予定がある・決まっている」「現在、予定はないが是非したい」「現在、予定はないが出来ればしたい」の累計値。
４．「結婚意思なし」は、「出来ればしたくない」「したくない」の累計値。

20代

30代

40代

50代

60代

20代

30代

40代

50代

60代



結婚相⼿として条件をクリアできる
⼈に巡り合えそうにないから

結婚するほど好きな⼈に
巡り合っていないから

名字・姓が変わるのが嫌・⾯倒だか
ら

結婚という形式に拘る
必要性を感じないから

結婚に縛られたくない、
⾃由でいたいから

今のままの⽣活を続けた⽅が
安⼼だから

結婚⽣活を送る経済⼒がない・
仕事が不安定だから

仕事・家事・育児・介護を
背負うことになるから

仕事を優先したい・
キャリアを中断したくないから

誰かと⼀緒に⽣きていきたいと
思わないから

結婚・恋愛に失敗した経験があり、
もうしたくないと思うから

38.7

48.8

25.6

41.0

48.9

35.3

35.0

38.6

17.2

33.7

16.5

27.8

36.2

11.1

28.6

37.0

31.7

36.0

23.3

11.9

27.1

12.8

0 20 40 60 80

51.6

58.8

35.3

55.6

60.7

54.0

31.4

49.4

15.2

40.1

32.1

37.9

43.2

6.6

34.4

44.1

38.1

40.9

25.9

7.5

28.0

16.1

0 20 40 60 80（％） （％）

・積極的に結婚したいと思わない理由について、独身の男女で比較すると、女性の場合、５割前後となっている項
目は、「結婚に縛られたくない、自由でいたいから」、「結婚するほど好きな人に巡り合っていないから」。

・男女間で差があり、女性の方が高いものは、「仕事・家事・育児・介護を背負うことになるから」「名字・姓が変わ
るのが嫌・面倒だから」など。男性の方が高いものは「結婚生活を送る経済力がない・仕事が不安定だから」。
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第２節 結婚と家族を取り巻く状況 ～結婚を取り巻く状況～

⼥性40〜69歳

男性40〜69歳男性20〜39歳

⼥性20〜39歳

特‐41図 積極的に結婚したいと思わない理由
＜20〜39歳 独⾝男⼥⽐較＞ ＜40〜69歳 独⾝男⼥⽐較＞

（備考）１．「令和３年度 人生100年時代における結婚・仕事・収入に関する調査」（令和３年度内閣府委託調査）より作成。
２．「当てはまる」「やや当てはまる」の累計値を掲載。



離婚可能性あり：
14.9％

離婚可能性あり：
15.4％

0.5 

0.2 

21.4 

15.8 

32.5 

30.3 

27.5 

28.8 

12.5 

15.6 

3.8 

6.2 

1.6 

2.6 

0.3 

0.5 

0 20 40 60 80 100

⼥性

男性

・令和２（2020）年に離婚した人の別居を開始した年齢は、男女ともに30代が最も多く（女性32.5％、男性
30.3％）、続いて40代（女性27.5％、男性28.8％）、20代（女性21.4％、男性15.8％）。

・将来、「離婚可能性あり」と回答した人は、男女ともに約15％。
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第２節 結婚と家族を取り巻く状況 ～離婚を取り巻く状況～

19歳以下 20代 30代 40代 50代 60代 70代 80歳
以上

絶対に
ないと思う
20.9％

まあ
ないと思う
39.2％

どちらとも
⾔えない
15.9％

あるかも
しれない
と思う
10.9％

わからない・
考えられない
8.6％

かなり
ありそう
だと思う
4.0％

現在、離婚準備中
（調停中・裁判中含む）
である 0.5％

絶対に
ないと思う
19.0％

まあ
ないと思う
40.7％

どちらとも
⾔えない
17.6％

あるかも
しれない
と思う
10.8％

わからない・
考えられない
7.8％

かなり
ありそう
だと思う
3.7％

現在、離婚準備中
（調停中・裁判中含む）
である 0.5％

特‐47図 別居時の年齢別離婚件数（令和２（2020）年） 特‐53図 今後離婚する可能性

（備考）１．厚生労働省「人口動態統計」より作成。
２．同年に別居かつ離婚した人のみが対象。

（備考）１．「令和３年度 人生100年時代における結婚・仕事・収入に関する
調査」（令和３年度内閣府委託調査）より作成。

２．現在結婚している人（事実婚・内縁を含む）が対象。
３．「離婚可能性あり」は、「現在、離婚準備中（調停中・裁判中含む）

である」「かなりありそうだと思う」「あるかもしれないと思う」の
累計値。

＜⼥性＞ ＜男性＞
（％）



19.7 

4.6 

10.0 

6.3 

35.7 

9.1 

20.0 

16.6 

22.2 

36.1 

30.6 

35.6 

7.1 

22.2 

9.7 

16.8 

2.2 

5.7 

2.7 

3.2 

1.2 

3.4 

0.6 

0.6 

11.9 

19.0 

26.4 

20.9 

0 20 40 60 80 100

既婚
(n=3,328)

独⾝：1⼈暮らし
(n=474)

独⾝：親と同居
(n=330)

独⾝：その他
(n=464)

0.6 

4.6 

7.8 

4.2 

1.6 

9.0 

17.9 

14.8 

6.3 

25.5 

20.5 

21.6 

22.8 

25.8 

21.4 

23.9 

25.2 

12.0 

10.9 

11.7 

32.8 

11.7 

3.5 

7.6 

10.7 

11.5 

17.9 

16.3 

0 20 40 60 80 100

既婚
(n=3,112)

独⾝：1⼈暮らし
(n=659)

独⾝：親と同居
(n=513)

独⾝：その他
(n=264)

・40～50代の男女について、既婚者と独身者（居住形態別）の個人年収を見てみると、独身女性で個人年収
300万円未満（収入なし含む）なのは、「1人暮らし」が約５割、「親と同居」が約６割。

・独身男性では、「700万円台以上」の割合が既婚者と比較して低い。
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第２節 結婚と家族を取り巻く状況 ～収入を取り巻く状況～

100万円未満0円
（収⼊はない） 100-200万円台 300-400万円台 700万円台以上 わからない・

答えたくない500-600万円台

特‐69図 個⼈年収（既婚者と独⾝者（居住形態別）の⽐較）

（備考）１．「令和３年度 人生100年時代における結婚・仕事・収入に関する調査」（令和３年度内閣府委託調査）より作成。
２．既婚者には事実婚・内縁を含む。

＜40〜59歳 ⼥性＞ ＜40〜59歳 男性＞ （％）（％）

既婚

独⾝：１⼈暮らし

独⾝：親と同居

独⾝：その他

既婚

独⾝：１⼈暮らし

独⾝：親と同居

独⾝：その他



・人生100年時代を迎え、日本の家族と人々の人生の姿は多様化し、昭和の時代から一変。
・今後、男女共同参画を進めるに当たっては、このことを念頭において、誰ひとり取り残さない社会の実現を目
指すとともに、幅広い分野で制度・政策を点検し、見直していく必要がある。

第３節 人生100年時代における男女共同参画の課題
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女性の経済的自立を可能とする
環境の整備

世帯単位から個人単位の
保障・保護／無償ケア労働を

担っている人への配慮
早期からの女性のキャリア教育

柔軟な働き方の浸透
働き方をコロナ前に戻さない

男性の人生も多様化している
ことを念頭においた政策

・男女間賃金格差の解消
・成長産業への女性の労働移動
・ケア労働への評価、女性が多い

保育・介護等の分野の賃金の改善
・地方における女性活躍推進

・マイナンバー制度等を踏まえた、
個人を単位とした制度設計

・将来の職業選択に資する情報提供
・女性の就業に直結するリスキリング

の機会の提供やリカレント教育等

・テレワークや在宅勤務の一層の普及
・ワーク・ライフ・バランスの実現
・女性が昇進を目指せる環境作り

・男性相談窓口の整備・拡充
・結婚支援、子供・子育て支援
・デートDV、ハラスメントに関する

教育・啓発

長い人生の中で
経済的困窮に陥ることなく、

尊厳と誇りをもって人生を送ることのできる
社会の実現



補足資料



第１節 家族の姿の変化・人生の多様化 ～家族の姿の変化～

・昭和55（1980）年時点では、全世帯の６割以上を「夫婦と子供（42.1％）」と「３世代等（19.9％）」の家族が占めて
いた。

・令和２（2020）年時点では、「夫婦と子供」世帯の割合は25.0％に、「３世代等」世帯の割合も7.7％に低下してい
る一方で、「単独」世帯の割合が38.0％と、昭和55（1980）年時点と比較して２倍近く増加。また、子供のいる世
帯が徐々に減少する中、「ひとり親と子供」世帯は増加。

16

特‐５図 家族の姿の変化

（備考）１．総務省「国勢調査」より作成。
２．一般世帯に占める比率。施設等に入っている人は含まれない。「３世代等」は、親族のみの世帯のうちの核家族以外の世帯と、非親族を含む世帯の合算。
３．「子」とは親族内の最も若い「夫婦」からみた「子」にあたる続柄の世帯員であり、成人を含む。



特‐８図 共働き等世帯数の推移（妻が64歳以下の世帯）
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・「雇用者の共働き世帯」について、妻の働き方別に見ると、妻がフルタイム労働（週35時間以上就業） の世帯
数は、昭和60（1985）年以降、400～500万世帯と横ばいで推移している一方、妻がパートタイム労働（週35時
間未満就業）の世帯数は、昭和60（1985）年以降、約200万世帯から約700万世帯へ増加。
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第１節 家族の姿の変化・人生の多様化 ～人生の多様化と課題～

男性雇⽤者と無業の妻から成る世帯
（妻64歳以下）

雇⽤者の共働き世帯
（妻がパート（週35時間未満就業））
（妻64歳以下）

雇⽤者の共働き世帯
（妻がフルタイム（週35時間以上就業））
（妻64歳以下）

（備考） １.昭和60年から平成13年までは総務庁「労働力調査特別調査」（各年２月）、平成14年以降は総務省「労働力調査(詳細集
計)」より作成。「労働力調査特別調査」と「労働力調査（詳細集計）」とでは、調査方法、調査月等が相違することか
ら、時系列比較には注意を要する。

２.「男性雇用者と無業の妻から成る世帯」とは、平成29年までは、夫が非農林業雇用者で、妻が非就業者（非労働力人口及
び完全失業者）かつ妻が64歳以下の世帯。平成30年以降は、就業状態の分類区分の変更に伴い、夫が非農林業雇用者で、
妻が非就業者（非労働力人口及び失業者）かつ妻が64歳以下の世帯。

３.「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦ともに非農林業雇用者（非正規の職員・従業員を含む）かつ妻が64歳以下の世帯。
４．平成22年及び23年の値（白抜き表示）は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。



現在、離婚準備中
（調停中・裁判中含む）
である

・将来、「離婚可能性あり」と回答した人は、男女ともに40代が高く、20％前後となっている。
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(n=233)
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17.9
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14.6
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＜⼥性＞ ＜男性＞

かなり
ありそう
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あるかも
しれない
と思う

どちらとも
⾔えない

絶対にない
と思う

わからない・
考えられない

まあない
と思う

特‐53図 今後離婚する可能性

（備考）１．「令和３年度 人生100年時代における結婚・仕事・収入に関する調査」（令和３年度内閣府委託調査）より作成。
２．現在結婚している人（事実婚・内縁を含む）が対象。
３．「離婚可能性あり」は、「現在、離婚準備中（調停中・裁判中含む）である」「かなりありそうだと思う」

「あるかもしれないと思う」の累計値。

＜年齢階級別＞

20代
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60代

20代

30代

40代

50代

60代
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4.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

性格の不⼀致
⾝体的な暴⼒
精神的な暴⼒
経済的な暴⼒

⼦への虐待
親族との折り合い

異性関係
性的不調和

浪費
⽣活費を渡さない

家庭を捨てて省みない
ギャンブル
アルコール

病気（精神疾患）
病気（⾝体疾患）

失職（経済的困窮）
その他

わからない

・夫婦関係が破綻した原因を見ると、男女ともに「性格の不一致」が一番多く、６～７割となっている。
・女性の場合は「精神的な暴力」がこれに続き、29.8％となっている。
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（備考）「協議離婚制度に関する調査研究業務」（令和２年度法務省委託調査研究）報告書より作成。

特‐51図 夫婦関係が破綻した原因

男性

⼥性 （％）



第１節 家族の姿の変化・人生の多様化 ～人生の多様化と課題～

・母子世帯の母親の81.8％は働いており、国際的に見て就業率は高い。しかしながら、雇用されている人のうち、
非正規雇用労働者の割合は52.3％と高く、母子世帯の平均年間就労収入は、一般世帯と比較して低い。

・また、母子世帯では、離別した元夫から養育費を受け取っていない世帯が、全体の約４分の３となっている。

20

特‐15表 ひとり親世帯の状況

（備考）１．母子世帯及び父子世帯は厚生労働省「平成28年度全国ひとり親世帯等調査」より作成。
母子世帯及び父子世帯の正規雇用労働者、非正規雇用労働者の構成割合は、「正規の職員・従業員」及び「非正規の職員・従業員」（「派遣社員」、
「パート・アルバイト等」の計）の合計を総数として算出した割合。
平均年間就労収入は，母子世帯及び父子世帯の母又は父自身の就労収入。

２．一般世帯の就業率は総務省「労働力調査（令和３年）15～64歳」、平均年間就労収入は国税庁「民間給与実態統計調査（令和２年）」より作成。



特‐57表 シングルマザーのターニングポイントにおける年齢

（n=449）

平均年齢51.7歳

24.5歳 21.9歳 25.2歳 26.8歳 26.8歳

(n=447) (n=141) (n=208) (n=98) (n=6,757)

25.9歳 22.8歳 26.6歳 29.1歳 28.1歳

(n=449) (n=141) (n=210) (n=98) (n=5,127)

シングルマザーになった時 33.4歳 25.8歳 33.9歳 43.3歳 34.1歳

（最初に離婚した時）の年齢 (n=449) (n=141) (n=210) (n=98) （n=821）

35.0歳 30.7歳 37.2歳 42.0歳 35.8歳

(n=76) (n=33) (n=33) (n=10) (n=547)

最初に結婚した年齢

第一子を持った年齢

再婚した時の年齢

現実の年齢

シングルマザー
20代で

シングルマザー
30代で

シングルマザー
40代で

シングルマザー
シングルマザー以外の女性

（備考）１．「令和３年度 人生100年時代における結婚・仕事・収入に関する調査」（令和３年度内閣府委託調査）調査検討委員会委員

成蹊大学文学部 小林盾教授による分析結果。

２．全回答値の平均年齢。

３．ここでの「シングルマザー」は、離婚・死別経験があり子供がいる女性で、「離婚時の年齢」「第一子を持った年齢」のどちらも

回答している人、かつ、最初に離婚した時に第一子がいる（離婚時の年齢が第一子を持った年齢を上回る）人、かつ、離婚時に子供

が19歳以下の人、かつ現在配偶者がいない人を対象としている。

・シングルマザーの結婚、出産、離婚の年齢も多様になっている。
・「20代でなった人」は、平均すると21.9歳で最初の結婚をし、22.8歳で第一子を持ち、25.8歳で離婚、（再婚する
場合は）30.7歳で再婚。

・一方、「40代でなった人」は、平均すると26.8歳で最初の結婚をし、29.1歳で第一子を持ち、43.3歳で離婚。
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特‐11図 所得階級別有業者割合（男⼥、配偶関係、年齢階級別）（平成29（2017）年）
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第１節 家族の姿の変化・人生の多様化 ～人生の多様化～

・有業の既婚女性の約６割は、年間所得が200万円未満。
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100

男性（既婚）
（％）（％）

（備考）１．総務省「就業構造基本調査」より作成。

２．ここでの「既婚」とは、配偶関係「総数」から「未婚」を除いたものを指し、「死別・離別」「不詳」を含む。
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・結婚後の収入について、女性は、結婚前の望み（理想）は、「結婚前と同様の収入」「結婚前を上回る収入」の
累計値が60～70％となっているのに対し、実際どうだったか（現実）では、約50％となっている。

・結婚当初、子供が生まれる前から、就業調整※をする意識は高くないが、「現実」としては、就業調整をしている
女性が約１～２割いる。
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（％）

（備考）１．「令和３年度 人生100年時代における結婚・仕事・収入に関する調査」（令和３年度内閣府委託調査）より作成。
２．対象は既婚者（事実婚・内縁を含む）。結婚後（初婚）子供がいない時を想定。

特‐60図 結婚後の収⼊について（結婚前の理想と現実）
＜結婚前の望み（理想）＞ ＜実際どうだったか（現実）＞

結婚前を
上回る収⼊

結婚前と
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ぐらいの収⼊

覚えていない・
特に希望はない

（％）

※収入を一定に抑えるために就業時間や日程を調整することを指す。
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その他 相⼿の年収の⽅が低いので、出来れば⻑時間勤務・残業はしてほしくない
相⼿の年収との関係で、⾃分が⻑時間勤務・残業するのに気を遣う 相⼿の年収の⽅が低いので、家事・育児等は出来るだけやって欲しい
相⼿の年収との関係で、家事・育児等は出来れば⾃分がやらなければならないとと思う 相⼿の年収との関係で、⾃分の意⾒を⾔いにくい
相⼿が扶養から⼀時的に外れても、相⼿の年収はもっと⾼い⽅が望ましい 相⼿が扶養を受けることを考えると、相⼿の年収は今のまま〜下がってもいい
相⼿の年収は今のまま〜下がってもいい 相⼿の年収はもっと⾼い⽅が望ましい
年収に差があるので⾊んなことが平等でないように感じる ⾃分の仕事時間・内容を鑑みると、年収に差があるのがもどかしい

・女性は全ての年齢層で３～４割が「相手の年収はもっと高い方が望ましい」としている一方で、男性は全ての
年齢層で２～３割が「相手の年収はもっと低くても良い」 と回答している。

・女性は全ての年齢層で約１割が「相手の年収との関係で、家事・育児等は出来れば自分がやらなければなら
ない」と考えている。
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特‐65図 配偶者・恋⼈との年収の違いについて
相⼿との年収の関係で、家事・育児等は
出来れば⾃分がやらなければならないと
と思う

相⼿の年収はもっと
⾼い⽅が望ましい 相⼿の年収は今のまま

〜下がってもいい

相⼿が扶養を受けることを考えると、相
⼿の年収は今のまま〜下がってもいい

（備考）「令和３年度 人生100年時代における結婚・仕事・収入に関する調査」（令和３年度内閣府委託調査）より作成。

（％）



・理想の結婚年齢を尋ねると、「女性26歳、男性28歳」、理想の第一子を持つ年齢を尋ねると、理想の結婚年齢の
２年後の「女性28歳、男性30歳」と回答している。

・「この年齢までは働きたい」と思う理想の年齢を尋ねると、女性の平均は54歳、男性の平均は62歳。「配偶者にこ
の年齢までは働いて欲しい」と思う年齢は、本人が「この年齢までは働きたい」と思う年齢よりも、２年長い年齢と
なっている。
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コラム ～人生のターニングポイント～

（図） ターニングポイントの年齢

（備考）１．「令和３年度 人生100年時代における結婚・仕事・収入に関する調査」（令和３年度内閣府委託調査）より作成。
２．全回答値の平均年齢（必須設問としていないため、nが異なる）。
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・昭和より前の時代の我が国の家族の姿は、また異なっていた。

・明治16（1883）年の離婚率は3.39（人口千対）と、令和２（2020）年の約２倍。

・明治36（1903）年の婚外子の割合は9.4％と、令和２（2020）年の４倍近く。
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（図１）離婚率の推移 （図２）婚外⼦の割合の推移

（備考）明治26年（1893）年から明治31（1898）年は内閣統計局「日本帝国統計摘要」より作成。
明治32（1899）年から令和２（2020）年は厚生労働省「人口動態統計」より作成。

（備考）１．明治16（1883）年から明治31（1898）年は、内閣統計局「日本帝国統計摘要」より作成。
明治32（1899）年から令和２（2020）年は厚生労働省「人口動態統計」より作成。

２．人口1,000人当たりの離婚件数。
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・就職氷河期世代は他の世代と比較して、将来に対する不安を強く感じるなど、現在も様々な課題に直面。
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（図４）今後、積極的に結婚したいと思わない理由が、「結婚⽣活を送る経済⼒がない・仕事が不安定だから」としている割合（世代別）

（図５）将来に対する不安の理由が、「⾼齢になっても年⾦受給が不透明・⾒通しが⽴たない」としている割合（世代別）
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（備考）１．「令和３年度 人生100年時代における結婚・仕事・収入に関する調査」（令和３年度内閣府委託調査）より作成。
２．ここでは、昭和50（1975）年～昭和59（1984）年に生まれ、令和３（2021）年調査時点で37～46歳の人を「就職氷河期コア世代」としている。
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「家族の法制に関する世論調査」
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結婚している 結婚していないが、パートナーと暮らしている 結婚しておらず、パートナーとも暮らしていない 無回答
（％）

「令和３年度　人生100年時代における結婚・仕事・収入に関する調査」

「令和３年度 性別による無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）に関する調査研究」
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配偶者（法律婚）がいる 配偶者（事実婚・内縁）がいる 配偶者はいないが恋人はいる（独身） 配偶者、恋人はいない（独身）

（％）

（％）

・各種調査の結果から、事実婚を選択している人は、成人人口の約２～３％程度いるものと考えられる。
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（図）各種意識調査の結果

配偶者（法律婚）がいる 配偶者（事実婚・内縁）がいる 配偶者はいないが恋⼈はいる（未婚） 配偶者、恋⼈はいない（未婚）
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